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はじめに 




















2005 年まで 39 回が記録されている。このうち死者が生じたのは、不明を除き 869（貞観 11）年、
1611（慶長 16）年、1896（明治 29）年、1933（昭和 8）年の 4回である。今回の大津波が 1000年
 





況を整理したのが表 2である。明治大津波では死者行方不明者 1,859名、羅災生存者 36名で、死亡
率は 98％である。昭和大津波では、死者行方不明者 1,828人で死亡率は 50％である。なお明治大津 
図 1 岩手県北部三陸海岸概況図 
（出典：『今が分かる 時代がわかる日本地図 2004年版』、成美堂出版、2004年） 
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表 2 被害の大きさと被害状況 
 明治 29年 6月 15日 昭和 8年 3月 3日 
 午後 7時 22分弱震 午前 2時 30分強震 
マグニチュード 7.6 8.3 
最大波高 15 ｍ 10 ｍ 
ラ災戸数 336戸 505戸 
死者・行方不明者 1,859人 911人 
一家全滅 130戸 66戸 
ラ災生存者 36人 1,828人 




写真 1 明治大津波慰霊碑 
（2010年 8月 31日撮影） 
 写真 2 昭和大津波慰霊碑 




宮古市田老総合事務所（旧田老町役場）のすぐ近くの小高い所に建立されている（写真 1、写真 2）。 
明治大津波後、親類縁者を中心に周辺の人々が移住してきて復興を進めたが、37年後に再び津波





表 3にみるように、大津波に襲われた翌年には約 7 haに及ぶ防潮林の植林を行い、1934年度から
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表 3 津波対策（防潮堤の高さは昭和 8年津波
を対象に EL.10 m） 
津波防潮林を植栽 （7万 m2） 1934（昭和 9）年 
津波防潮堤 No.1（長さ 1,350 m） 1934～57年度 
津波防潮堤 No.2（長さ 582 m） 1962～65年度 











写真 3 昭和大津波の前後の田老地区 
（出典：『田老町史津波編』田老町教育委員会、2005年） 
写真 4 明治・昭和の大津波痕跡 
（2010年 8月 31日撮影） 
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図 2 田老地区津波防災対策概要図 
（出典：『田老町史津波誌』前出、から作成） 
 








る計画であった。図 2にみるように、第一避難所を 16ヶ所、第二避難所を 7ヶ所設置し、モニター
 




















を受けた。しかし、戦後になってだが、明治 29 年の津波高 15.5 m を基に防潮堤を築いた。太田名
部では延長 155 mを 1962～67 年度にかけて、普代では普代川の水門として延長 205 mを 1972～84
年度にかけての工事で竣工させたのである。その自然条件から、田老地区防潮堤に比べてそれぞれ
の延長は 1割に満たないとの特徴がある。 
写真 6 大防潮堤（2010年 8月 31日撮影） 写真 6 大防潮堤（2010年 8月 31日撮影） 
写真 8 「津波防災の町宣言」の碑 
（2010年 8月 31日撮影） 
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表 5 岩手県普代村の近代の大津波被害と対策工事 
○ 明治 29年（1896）大津波 
 普代 全戸数 58戸のうち 32戸が流失・全半壊、 
全人口 326人のうち 95人が死亡、死亡率 29％ 
 太田名部 全戸数 41戸のうち 40戸が流失・全半壊 
全人口 267人のうち 196人が死亡、死亡率 73％ 
○ 昭和 8年（1933）大津波 
 普代 全戸数 137戸のうち 32戸が流失倒壊 
全人口 683人のうち 29人が死亡、死亡率 4％ 
 太田名部 全戸数 58戸のうち 43戸が流失・全半壊 
全人口 255人のうち 99人が死亡、死亡率 39％ 
○ 対策工事  
 普代水門 海岸から直線距離で約 500 mの位置 
明治 29年津波遡上高を基に EL.15.5 m 
水門 4門（1門長さ 20 m）、陸閘ゲート（県道側 10 m、村道側 5 m） 
延長 205 m、1972～84年度 
 太田名部 明治 29年津波遡上高を基に EL.15.5 m 
延長 155 m（防潮堤及び陸閘）、1962～67年度 
 
普代村の中心部を守る普代水門の築造経緯についてみると、昭和大津波に襲われた直後、普代川
河口から 1,500 m付近まで防潮林として松が植林された。さらに戦後の 1959 年度から 62 年度にか





1.3 2011年 3月 11日の大津波被害 
午後 2時 26分に発生した東北地方太平洋沖地震による大津波は、30分後には岩手県の三陸海岸
を襲った。だが、明治大津波を対象に EL.15.5 m の高さに造られた普代村の防備堤は津波を喰い止
めた。普代水門は津波の圧力等により一部破壊をみたが、堤内地に浸水することはなかった（写真
9）。太田名部では EL.14 m近くまできたが、防潮堤は乗り越えられることはなかった（写真 10）。 
 
  
写真 9 下流から見た普代水門（2011年 7月 8日撮影） 写真 10 大津波後の太田各部の防潮堤
（2011年 7月 8日撮影） 
 
 
















の発表に基づき、津波高は 2～3 mと放送されたが、これにより甘く考えた人もいたと考えられる。 
この地区は、先述したように 1960年のチリ地震津波では防潮堤のお陰で襲われることなく、防潮
堤への信頼は高かった。また今回の大津波に襲われる約 1年前の 2010年 2月 28日のチリ地震では
大津波警報（予想津波高 3 m）が出され、さらに今回の大津波の 2 日前には津波注意報が出されて
いたが、津波は来なかった。筆者だったら、またかと思い、物見高く津波を見ようとして間違いな
く防潮堤の上に立っていただろう。 








写真 12 被災状況（2011年 7月 7日撮影） 写真 13 被災状況（2011年 7月 7日撮影） 
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人ほどで、全体ではこの 10 倍の 200人程度の避難で
あったと推定されている。 
今回の大津波でまた重要なことは、見回りをしてい














岩手県は、2011 年 10 月に防潮堤の新たな整備目標を発表した。それによると、数十年から百数
十年に一回発生する津波に対処するとして、宮古市田老地区は EL.14.7 m の高さになったが、これ















写真 14 防潮堤の水門 
（2010年 8月 31日撮影）
 
































































13（大正 2）年、昭和になると 31（昭和 6）年、さらに 34年大きな被害を受けたが、33年には三陸
海岸が津波に襲われた。この対応のため中央政府は、1913年には東北振興会、34年には東北振興調
 








時には自宅に着いた。その後、2010 年 12 月には青森まで新幹線は延び、東北北部までの時間距離
図 4 大久保利通の東日本開発構想 
 














































東日本大震災は、福島第一原発について 2011年 8月 30日に「放射性物質汚染対処特措法」が公
布された後、12月 16日に「冷温停止状態」を確認したとして政府より原発事故収束が宣言された。








1923（大正 12）年 9月 1日、死者・行方不明者約 10万 5千人に及んだ関東大地震が発生し、首
都東京の中心部は壊滅状態になった。その数日前、時の首相加藤友三郎は急逝していて余震の収ま
らない 9月 2日、山本権兵衛内閣が成立した。その内務大臣に就任したのが後藤新平で、彼を中心
に復興計画は進められていく。9 月 6 日の閣議には「帝都復興ノ議」を提出し、巷で噂されていた
「遷都論」を否定し、東京での復興を明確にした。そしてその復興計画を策定し事業を執行する新
機関の設立を主張したが、それは 9月 27日、帝都復興院官制が公布されて実現した。その総裁に任
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この方針に基づき、復興予算額 7億 3百万円の計画案が審議会に示されたのは 11月 24日のこと
である。だが、ここで計画案は強硬な反対意見にさらされた。財政上の見地からみて無謀だ、街路
は原則、復旧でよい、土地区画整理のための 1割無償提供は財産権を認めている憲法に反するもの






政府案は 12月 3日に閣議決定され、12月 10日に召集された第 47帝国議会（臨時議会）で審議
された。だが多数派であった政友会の反対にあい、12間（約 22 m）未満の街路事業は地方庁が行う




もとで検討されていた区画整理街路が内閣により公示されたのは、翌 1924年の 4月 1日であった。 
なお 2割の予算カットは地方庁に事業を執行させるためとして行われたが、地方庁に財源の余裕
がそれほどあるわけではない。24年 6月に開催された第 49議会で、地方費復興事業貸付金、地方










 松浦：東日本大津波災害と東北復興についての一考察――宮古市田老地区を中心に 67 
で区画整理委員会がつくられた。竣功したのは 1930 年で、東京では約 3,600 ha の区画整理、52 路
線・延長 114 kmの幹線道路、隅田公園などの新たな公園などが整備された。 
要した国費は、最終的には復興費 6億 6千万円、施設・建造物などの復旧費を合わせて 13億 28
百万円であり、当時の国家予算額の約 1年分であった。このうち 6億 26百万円余は公債により、7
億 2百余万円は普通財源によったのである。 
3.2 東日本大震災復興の経緯 
内閣に復興庁を設置する復興基本法が成立したのは、震災から 102日目の 6月 20日である。また
首相の諮問機関である復興構想会議が提言を答申したのは 6月 25日である。これをベースにして政







するため、国により「復興特別区域法」が 12月 7日に成立し、復興特別基本方針が翌 2012年 1月
6日、閣議決定された。また復興庁設置法が 12月 9日に公布され、内閣総理大臣を長とする復興庁
が 2月設立された。また「津波防災まちづくりに関する法律」が 12月 27日に施行された。 
一方、予算であるが、想定する当初 5カ年間の震災関係費は 19兆円と報じられている。そして 5
月 2日には第一次補正予算として 4兆 153億円が決定し、7月 25日には 1兆 9,988億円からなる二
次補正が決定した。二次補正の中には、原子力損害賠償関係経費として 2,754億円が含まれている。




表 6にみるように約 92兆 4千億円である。しかし歳入には公債金、歳出には国債費が含まれていて、
これを差し引くと歳入では 48 兆 1,136 億円、歳出では 70 兆 8,625 円となる。政府が想定している
19兆円は、それぞれに対し約 39％、約 27％である。 
一方、関東大震災時は表 7にみるように、1923年度当初予算額は約 13億 46百円で、歳入の中に公
債金約 30 百円、歳出の中に 1 億 70 百円の国債費が含まれている。関東大震災時の復旧・復興の国費
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 表 6 2011年度一般会計当初予算 （単位：億円） 
租税・印税・その他収入 481,136 
公債金 442,980 歳入 
合計 924,116 
国債費 215,491 
基礎的財政収支対象経費（国債費以外） 708,625 歳出 
合計 924,116 
 
 表 7  1923年度当初予算 （単位：円） 
歳入 1,346,002,088（うち公債金 30,100,000） 

































 1）2011年 11月 1日現在の状況である。 
 2）『田老生誕 100周年記念誌』p.46、田老町、1990年 
 3）朝日新聞 8月 17日記事による。 
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